
施策評価表　（平成２９年度実施事業対象）　　 （作成日：平成３０年　7月　10日）

主担当課

10.80

7,030,2007,280,430 7,190,4326,939,127

10.80 10.80

0 0

決算 当初予算

7,127,6527,218,794 6,967,420

0 0

61,636

これまでの成果

30.0%

備考欄
 ３０年度

3件 6件 2件 6件

２８年度

実績 目標 実績 目標

他団体への長期派遣研修

この施策の目的
行政サービスを充実させるために人づくりは必要不可欠である。全ての職員が意欲を持って働くことができる職場を作るため、
研修体制や福利厚生を充実させて職員の能力開発・向上を行う。こうした人づくりを推進することにより、市民サービスや市民
満足の向上に寄与する。

関係課

51,363 62,780

３．施策の現状分析（第３次総合計画の現状と課題をもとに記入する）

人事評価制度の義務化により、処遇反映の拡大が求められる
とともに評価の公平性や客観性を高める取り組みが必要とな
る。
働き方改革のキーワードのもと、ワークライフバランスに対する
取り組みの強化が求められる。
会計年度職員制度の開始に向けた非常勤職員に関する報酬・
手当の見直しが必要となる。

FMや市民協働など、市民と行政の関わりはこれまで以上に強
く、職員には知識だけではなく、調整力や説明能力も必要とさ
れる。
組織力の向上に向け、組織の担い手である職員の人材育成を
「橿原市人材育成基本方針」に沿って効果的に展開する。

社会環境や国・県の動向など、
施策を取り巻く環境について

当初予算

0 0

40.8%

この施策の概況

この施策に対する市民ニーズなど、
具体的な事項について

施策指標①
（成果指標）

名称及び単位等

施策指標②
（成果指標）

施策指標③
（成果指標）

２．施策の基本方針（第３次総合計画の基本方針をもとに記入する）

関係部

番号 10

主担当部 総務部

名称

施策 番号 5 名称

１．第３次総合計画における施策の体系

（a）－（b）＝一般財源

歳入
（b）

財源の内訳

４．指標及びコストの推移

6,967,420 7,127,652

受益者負担額以外
の歳入（補助金等）

受益者負担額

信頼される行政を進めるまち

7,218,794
歳出

（直接事業費）（a）
6,887,764

中西　孝和

人事評価制度に関する研修・説明会等を継続して行うことで、制度の理解・習熟が進んでいる。
長期派遣研修の伸び悩みがあるものの、女性管理職の割合、公募型研修について一定の成果があり職員の能力向上に寄与
している。
職員カルテの導入により、相談しやすい風通しの良い職場環境の整備に効果を発揮している。

人づくりの推進

人事課 部長名

公募制で実施した研修数 25件

２９年度

目指す都市像
（政策）

6,887,764

46件 25件

60.0%

62,780

自己申告制度の回収率

正
職
員

従事者数
（単位：人）

人件費（c）

40件

決算

9.00

施策指標④
（成果指標）

施策指標⑤
（成果指標）

指
標
の
推
移

コストの推移
（単位：千円）

0 0

管理職以上の役職に占め
る女性職員の割合

21.7% 24.2%30.0%

40.9% 60.0%

トータルコスト
（a）＋（c）



説明２次評価

８．構成事業の方向性　（それぞれの事務事業における今後の最適手段を検証する）

１次評価 説明

３　縮小する２　維持する

説明

総合評価　２次評価

・給与管理事務：引き続き、誤りなく支給するように努める。会計年度職員制度へのスムーズな移行を進めていく。
・職員研修：必要な能力と職員のやる気を反映させる内容の研修を実施する。
・人事管理事務：職員の健康維持のため長時間労働の縮減に取り組む。また、メンタル疾患の職員に対するフォローや
ワーク・ライフ・バランスの充実に向けた取り組みを強化する。
・人事評価：評価の適正化のために所属長や部長によるチェックを強化し、全職員への処遇反映が可能となるようにす
る。

次年度以降の方向性 １　強化する

説明

３　やや低い

人事評価制度の見直しを含め制度のさらなる習熟を図るとともに職員の能力向上とその能力を発揮できる環境を整備・
維持するように取り組む。
また会計年度職員制度の導入を見据えた人事給与システム整備等を適正に実施していく。

総合評価　１次評価

１　強化する ２　維持する ３　縮小する次年度以降の方向性 1

全ての職員が意欲を持って働くことができる職場環境を作り、研修体制や福利厚生を充実させていく一方で職員自身が
ワークライフバランスを実践しながら自己研鑽に取り組むことで職員の能力開発・向上に効果的に作用し、組織を担う職
員のモチベーションが向上、さらには組織力の向上に繋がっている。

６．施策の課題

この施策の課題

行政サービスの多様化と高度化・専門化により、年々職員の負担は増加している。一方でメンタル疾患になる職員、長時間労
働が常態化している職員が出ている。メンタル疾患への対応や長時間労働の縮減は全職員の課題として意識改革が必要があ
る。人事評価制度については、評価の公平性・客観性を高めつつ処遇反映の拡大を行っていく。会計年度職員制度の導入に
ついては財政への影響も図りながら計画的に進めていく必要がある。

成果向上の
可能性はどうか

説明

2 １　高い ２　やや高い

１　十分ある

４　低い

2

３　やや低い

４　ない２　ある程度ある

市政全般に対する
貢献度はどうか

２　やや高い１　高い2

７．次年度以降の施策の方向性

説明

４　低い

５．施策の評価

有効性の評価

この施策の
成果の達成度はどうか

長期派遣研修を通じて組織間の連携が活性化されるとともに職員の能力向上に繋がっている。女性管理職の積極的な
登用を進めていくことで能力を十分に発揮できる組織づくりが進んでいる。公募型研修や業務課題に合致した研修の受
講を積極的に進めて個人のスキルアップを支援している。自己申告制度による仕事へのモチベーションの向上、職場の
活性化を図っている。

３　あまりない
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※下記評価の解説
・貢献度－事務事業評価の結果をもとに、この施策での貢献度（重要度）を絶対評価で示しています。
　　（a：不可欠かつ施策の中核をなす事業、b：不可欠な事業、c：不可欠ではないが実施が望ましい事業、d：あまり有効ではない事業）
・方向性－事務事業評価の結果をもとに、この施策からみた各事務事業の今後の方向性を絶対評価で示しています。
　　（拡大する、見直しながら続ける、縮小する、廃止又は休止する、完了する）
・優先度（ソフト事業（任意）のみ）－施策内での事務事業の優先度を相対評価で示しています。
　　（優先度が高い順に　　Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

優先度
(ソフト任意)

b 拡大する

９．施策を構成するそれぞれの事務事業の評価

人事課

施策評価

方向性
貢献
度

b
見直しな
がら続け

る
　

拡大する

b 拡大する

b
見直しな
がら続け

る

（千円）

基本研修として、各階層別に求められる教養に合わせた研修を行い、公務員
としての自覚や職務遂行能力向上を行う一方、各部署において求められる専
門性を養うため、市町村国際文化研修所・全国建設研修センター開催の研修
等を、公募形式の募集を交えながら、能動的な自己開発を行う。

2 現状のまま継続

職員研修事務
3,239

ソフト（任意） （千円）

戦
略

大
綱

　

　

　

2

人事課 ・基本給と各種手当を毎月給料日に支給する。
・6月と12月に期末勤勉手当を支給する。
・退職手当を支給する。
・新規採用者の初任給や昇給・昇格による給与月額を決定する。
・人事院勧告による給与の改正や給与削減措置の実施に合わせて支給額を
決定する。
・各種手当（扶養・通勤・住宅）の適正な支給のため調査を行う。
・職員の年末調整を行う。

1

給与管理事務
6,937,901

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記）

課名、事務事業名
及び事業種別

事業の方向性及び
Ｈ２９決算額

事業の内容NO.

1 拡大する

150

（千円）

期首面談にて業績評価の対象となる事業を挙げ、その達成基準やスケジュー
ル、課題を検討する。
中間面談にて業績の進捗状況等を確認し、能力評価を行い、問題・課題を具
体化し、共有する。
期末面談にて最終の評価を行う。
管理職は評価結果を翌年度の勤勉手当に反映させる。
評価制度の充実を図るため、年３回の調整委員会を開催する。

人事評価事務

ソフト（義務）

　

　

○

○

○

○

3

人事課

内部管理・維持管理

1

4

人事課 ＜労務管理＞
　安全衛生委員会を開催するとともに、加重労働対策として産業医とも連携強
化する。
＜退職・採用・異動事務＞
　職員の退職・採用・異動による事務を適正に行う。
＜健康診断＞
労働安全衛生法に基づき、正職員及び一部の臨時職員を対象に実施する。
また新規採用予定職員に健康診断（雇い入れ健診）を実施する。またメンタル
ヘルス対策を強化していく。ストレスチェック義務化に対応していく。

2

人事管理事務
26,130

内部管理・維持管理 （千円）

現状のまま継続

B
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（作成⽇：平成30年5⽉31⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

⼈づくりの推進

10

5

担当課名 ⼈事課

事業ソフト（義務）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

⼈事評価事務

⼩路　⼀樹課⻑名

総合計画の
位置付け

総務部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 職員研修費

実績

100100

200

決算

100

180

当初予算

180 150

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 3 親しまれ信頼される市役所の実現と職員の育成
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 4 職員の意識改⾰

改⾰名 43 ⼈材育成・勤務評定制度の確⽴

トータルコスト　（a）＋（c） 4,766 4,460 4,510 5,121

⾒込み

成果指標

⼈事評価実施率（％）

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

200 180

当初予算

計画実績

150 180

4,280 4,360 4,941

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

対象 全職員

事業の
内容説明

期⾸⾯談にて業績評価の対象となる事業を挙げ、その達成基
準やスケジュール、課題を検討する。
中間⾯談にて業績の進捗状況等を確認し、能⼒評価を⾏い、
問題・課題を具体化し、共有する。
期末⾯談にて最終の評価を⾏う。
管理職は評価結果を翌年度の勤勉⼿当に反映させる。
評価制度の充実を図るため、年３回の調整委員会を開催す
る。

事業の
⽬的

仕事ぶりを評価し、業績と発揮した能⼒を評価することで、
効果的な能⼒開発・⼈材育成を図る。また、組織内で⽬
標を共有することにより、組織マネジメントの向上、職員の能
⼒と実績に基づく⼈事給与制度を確⽴する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

100

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 100

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

4,566

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

0.80 0.75 0.75 0.85

⼈件費　（c）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 全職員に対して、階層別に説明会を実施し、制度の⽬的を周知するともに、より適切な評価ができるように改善を
⾏った。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

⼈事評価の⽬的は⼈材育成であり、上位施策である⼈づくりの推進に⼤きく貢献している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 評価基準のバラツキを解消するために、説明会や調整権限の付与を⾏い、客観性を⾼めるように改善した。職員のさ
らなる意識改⾰や積極的な取り組みにより、⼈材育成が効果的に実施され、業務の⽣産性向上に繋がる。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

全職員に対し制度の理解と取り組みを強化することにより、個々の職員の意識改⾰や能⼒開発を促し、また組織マネジメント
⼒が向上することで、組織が活性化し、より質の⾼い⾏政サービスの提供が可能となる。公正な評価への取り組みを強化し、
制度の信頼性を⾼めることで、上司としての⼈材育成能⼒の向上が⾒込まれ、部下においても適切な指導により課題の克
服、能⼒の向上が⾒込まれる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 今後、全職階への処遇反映を⾏う。あわせて、チャレンジシート、能⼒評価シートの⾒直しを⾏う。

1
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6,857,224 7,184,591 6,937,901 7,106,349

6,937,901 7,106,3497,184,591

14

6,857,224

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

14

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年５⽉31⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

⼈づくりの推進

10

5

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⼩路　⼀樹課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業内部管理・維持管理

給与管理事務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

⼈事課

 活動指標① 6,551,703

 活動指標②

当初予算

実績

6,221,321

給与⽀給回数（期末勤勉⼿当含む） 14

6,551,703

⾒込み

6,295,705

14

⾒込み

成果指標

⼀般会計決算額（⼈件費－退職⼿当）千円

14

決算

指標の
推移

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

6,539,341

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 3 親しまれ信頼される市役所の実現と職員の育成

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 2 信頼される市役所の実現

改⾰名 38 給与制度の⾒直し

予算事業名 報酬給与費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 特別職及び⼀般職員（再任⽤職員を含む。臨時・⾮常
勤職員を除く。）

事業の
内容説明

・基本給と各種⼿当を毎⽉給料⽇に⽀給する。
・6⽉と12⽉に期末勤勉⼿当を⽀給する。
・退職⼿当を⽀給する。
・新規採⽤者の初任給や昇給・昇格による給与⽉額を決定す
る。
・⼈事院勧告による給与の改正や給与削減措置の実施に合わ
せて⽀給額を決定する。
・各種⼿当（扶養・通勤・住宅）の適正な⽀給のため調査を
⾏う。
・職員の年末調整を⾏う。

事業の
⽬的 給与条例及び規則に基づき、給与を適正に⽀給する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

21,116 27,964 28,484

トータルコスト　（a）＋（c） 6,878,340 7,212,555 6,966,385 7,135,995

3.70 4.90 4.90 5.10

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
29,646



1 2 3 4

1 2 3

4 5

2
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 給与システムの運⽤により、給料、各種⼿当の集計や給与明細のデータ配信など事務の効率化とともに適正化を
図った。⾮常勤職員の情報を⼀元化し、任⽤についても制度改正を⾏った。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

職員の労働対価を適正に⽀給することが、職員の能⼒向上、職務の遂⾏責任の醸成に貢献しているといえる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 システムのカスタマイズや⾒直しにより事務の効率化を図ることは可能である。また⾮常勤職員の管理や⽀給事務につ
いてもシステム運⽤により、効率性を向上させる余地がある。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

平成２９年５⽉⽀給分から⾮常勤職員（⼀般職⾮常勤職員及び臨時職員）の報酬・賃⾦の⽀給事務を⼈事課で⼀元
的に実施し、また、平成３０年６⽉からは住⺠税の特別徴収についても実施を予定している。当課の事務量は⼤幅に増加し
ているが、各所属においては業務の軽減につながり、会計事務が短時間かつ正確に処理できるようになる。ただし、任⽤する各
課と⼈事課との連携において、課題を考察し、解決する必要がある。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 正確性と効率性の向上に寄与する給与システムの導⼊を検討する。

1



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

3,344 5,503 3,239 4,589

3,239 4,5895,5033,344

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年5⽉31⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

⼈づくりの推進

10

5

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⼩路　⼀樹課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業ソフト（任意）

職員研修事務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

⼈事課

 活動指標① 30

 活動指標②

当初予算

実績

18 30

⾒込み

15

⾒込み

成果指標

派遣研修受講率（％）

決算

指標の
推移

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

30

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明 職員の資質の向上を図ることができず、市⺠サービスの低下を招く。

　 　

重点項⽬ 3 親しまれ信頼される市役所の実現と職員の育成

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 4 職員の意識改⾰

改⾰名 40 職員研修体系の充実

予算事業名 職員研修費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

1

実績

年度

対象 全職員

事業の
内容説明

基本研修として、各階層別に求められる教養に合わせた研修を
⾏い、公務員としての⾃覚や職務遂⾏能⼒向上を⾏う⼀⽅、
各部署において求められる専⾨性を養うため、市町村国際⽂化
研修所・全国建設研修センター開催の研修等を、公募形式の
募集を交えながら、能動的な⾃⼰開発を⾏う。

事業の
⽬的

職員の意識改⾰や能⼒開発を推進し、資質のより⼀層の
向上を図ることで市政に対する複雑化・多様化したニーズに
的確に対応していく。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 地⽅公務員法第39条第1項に「職員はその勤務能率の発揮及び増進のため、研修を受ける機会を与えなければな
らない」と義務付けがされているため。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

5,422 5,707 5,813

トータルコスト　（a）＋（c） 8,766 11,210 9,052 10,402

0.95 1.00 1.00 1.00

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
5,813



1 2 3 4

1 2 3

4 5

2
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 基本研修では、階層別に求められる能⼒・資質の向上に効果的に寄与している。また派遣研修では、専⾨的教養の
習得にとどまらず、他⾃治体とのネットワークも構築でき、その後の業務課題解決においても有効に作⽤している。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

事業を実施することで、多様化する⾏政ニーズに応えられる有能な⼈材を育成できる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 ⾏政ニーズが多様化・⾼度化する中で、職員に求められるスキルも⾼くなっている。こうした現状に対応できるように研
修を実施し、⼈材育成を図る必要がある。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

本市の取り巻く状況を注視し、「今、求められるスキルは何か」をより検討した上で実⾏に移してゆく。受講者のニーズに合致し
た研修を⾏い、実務において最⼤限に⽣かす。また、研修参加者がＯＪＴ等を通じて研修内容を実践や説明することにより、
職場全体に効果的な定着をはかることが期待できる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 B

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 限られた予算の中で、職員の資質のより⼀層の向上が図れるような研修を実施し、多様化したニーズに対応していく。

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

26,996 28,520 26,130 16,534

26,130 16,53428,520

1,360

26,996

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

1,356

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年5⽉31⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

⼈づくりの推進

10

5

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⼩路　⼀樹課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業内部管理・維持管理

⼈事管理事務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

⼈事課

 活動指標① 100

 活動指標②

当初予算

実績

100

臨時職員を含む受診者数（⼈） 1,360

100

⾒込み

99

1,355

⾒込み

成果指標

定期健診受診率（⼀般職 公費）（％）

1,351

決算

指標の
推移

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

100

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 3 親しまれ信頼される市役所の実現と職員の育成

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 2 信頼される市役所の実現

改⾰名 42 優秀な⼈材の確保

予算事業名 ⼈事給与管理費(⼀部報酬給与費）

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 全職員

事業の
内容説明

＜労務管理＞
　安全衛⽣委員会を開催するとともに、加重労働対策として産
業医とも連携強化する。
＜退職・採⽤・異動事務＞
　職員の退職・採⽤・異動による事務を適正に⾏う。
＜健康診断＞
労働安全衛⽣法に基づき、正職員及び⼀部の臨時職員を対
象に実施する。また新規採⽤予定職員に健康診断（雇い⼊れ
健診）を実施する。またメンタルヘルス対策を強化していく。スト
レスチェック義務化に対応していく。

事業の
⽬的

職員の安全衛⽣に関わる労務管理、職員の退職・採⽤・
異動による事務を⾏い、適正な定員管理を⾏う。また、健
康の保持・増進のための健康診断等を実施する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

20,260 23,684 24,124

トータルコスト　（a）＋（c） 47,256 52,204 50,254 38,914

3.55 4.15 4.15 3.85

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
22,380



1 2 3 4

1 2 3

4 5

2
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 産業医との連携を強化し、メンタルヘルス及び過重労働対策に取り組むことができた。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い 低い
各職員の負担が⼤きくなる中で、職員の健康管理や過重労働対策は⾮常に重要である。メンタル疾患による⻑期
休職者への対応や防⽌にも取り組まなくてはならない。また、職員採⽤においては20年・30年先を⾒越したうえで多
彩な⼈材発掘を⾏っている。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 時間外勤務を削減することによりコスト低減が可能である。そのためには、職員の意識改⾰や協⼒体制、業務配分の
⾒直しが必要である。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

過重労働対策は職員の⼼⾝の健康、コストの両⾯から重要な課題である。また、職場環境の充実は職員の業務に対するモ
チベーションや⽣産性に⼤きく関わるものである。課⻑補佐級以下の全職員に対して職員カルテを導⼊し、年々提出率が向上
している。今後もこの取り組みを継続させていく。
職員採⽤においても社会⼈基礎試験を導⼊し、従来の知識偏重で公務員⼀本の応募から社会⼈や⺠間志望者など幅広
い応募への改⾰を⾏った。⾯接においても係⻑級職員や臨床⼼理⼠を加えるなど取り組みを⾏っている。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明
28年度よりストレスチェックが義務化された。早期に対応出来るよう、産業医との連携を深め、メンタル疾患に対する

予防に努めていていきたい。
新規採⽤職員については29年度から２次試験を変更しグループワークを取り⼊れており、今後も継続していく。

2


